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計画改定にあたって踏まえる社会情勢等
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全国・三大都市圏・地方の人口推移
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出典：国勢調査（1965～2020）
「日本の地域別将来推計人口」（R5.12）

（国立社会保障・人口問題研究所） を元に作成

東京圏の対象都県：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、茨城県
名古屋圏の対象県：愛知県、三重県
大阪圏の対象府県：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県
地方：東京圏、名古屋圏、大阪圏以外の道県
※各都市圏を構成する都府県の人口

（万人）

（万人）

（万人）

推計

推計

推計

東京圏ピーク
3,978万人(2020年) 3,749万人

(2050年推計)

大阪圏ピーク
1,850万人(2010年)

1,465万人
(2050年推計)

名古屋圏ピーク
931万人(2020年)

803万人
(2050年推計)

大阪府ピーク
887万人(2010年)

愛知県ピーク
754万人(2020年)

東京都ピーク見込み
1,451万人(2040年推計)

全国ピーク
12,806万人(2010年)

三大都市圏ピーク
6,730万人(2020年)

地方ピーク
6,318万人(2000年)

10,469万人
(2050年推計)

6,017万人
(2050年推計)

4,452万人
(2050年推計)

・全国の人口のピークは2010年
・大阪圏（大阪府）のピークは2010年
・東京圏、名古屋圏（愛知県）のピークは2020年
・東京都のピークは2040年となる見込み
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1,440万人
(2050年推計)

726万人
(2050年推計)

668万人
(2050年推計)



全国と大阪府の人口構成（2020／2050）

全国

大阪府
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出典：国勢調査（2020）／「日本の地域別将来推計人口」（R5.12）（国立社会保障・人口問題研究所）を元に作成
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つぼ型（少子高齢化の進行）

全国と概ね同じ構成



全国と大阪府の世帯数及び1世帯当たり人員の推移
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出典：国勢調査（1970～2020）／「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」（R6.11）（国立社会保障・人口問題研究所）を元に作成

全国 大阪府

（1,000世帯） （人／世帯）（1,000世帯） （人／世帯）

約5,570万世帯
（2020年)

約2.2人/世帯
（2020年)

約5,261万世帯
（2050年推計)

約1.9人/世帯
（2050年推計)

約413万世帯
（2020年)

約2.1人/世帯
（2020年)

約377万世帯
（2050年推計)

約1.9人/世帯
（2050年推計)

・世帯数は2030年まで増加、その後減少
・1世帯あたりの人員は約1.9人/世帯まで減少
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空家数 世帯数 住宅数 空家率

（1,000戸）

（H25） （H30） （R5）

空き家

（総 数） （678,800戸） （709,400戸） （701,900戸）

賃貸・売却用 450,600戸 489,700戸 466,100戸

二次的住宅 13,800戸 10,600戸 8,800戸

その他 214,400戸 209,200戸 226,900戸

空家率 14.8% 15.2% 14.2%

住宅地の推移

住宅戸数と空家率

空き家の状況

34,385ha
（H25年)

35,547ha
（R5年)

大阪府の住宅地面積、住宅戸数は増加傾向

出典：土地利用区分別面積調査（計画推進室計画調整課）を元に作成 出典：「令和7年3月26日第４回大阪府住生活審議会 資料『主な取組
の進捗状況＜補足資料＞』」（居住企画課）より抜粋

出典：住宅・土地統計調査を元に作成
※四捨五入の都合、各項目の合計値と空き家総数は一致しない 5
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出典：土地利用区分別面積調査（計画推進室計画調整課）を元に作成
※製造品出荷額等をもとに推計
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産業（工業）の状況

工業用地の推移 製造業事業所数及び製造品出荷額等

（ha）

34,385ha
（H25年)

35,547ha
（R5年)

出典：工業統計調査、経済センサス（H28/R3）、経済構造実態調査（R4～）を元に作成
※調査ごとに調査対象（母集団/全数・抽出）が異なる

大阪府の工業用地面積はおおむね横ばい

（件） （億円）

製造品出荷額等は近年増加傾向
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企業（本社）の転出入の状況

転出超過
[棒グラフ]
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出典：帝国データバンク「本社移転企業調査」より作成

※東京都の2018年調査結果は一般公表値なし
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転出超過
[棒グラフ]

大阪府、東京都の企業本社は転出超過
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大阪府企業（本社）の転出先・転入元都道府県 (上位５位)

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

転
出
先

１位 東京都 （66） 東京都 （60） 兵庫県 （56） 兵庫県 （74） 兵庫県 （74） 兵庫県 （71） 兵庫県 （81） 兵庫県 （68） 兵庫県 （76）

２位 兵庫県 （62） 兵庫県 （54） 東京都 （47） 東京都 （62） 東京都 （49） 東京都 （58） 東京都 （48） 東京都 （53） 東京都 （52）

３位 奈良県 （22） 奈良県 （29） 奈良県 （21） 奈良県 （27） 京都府 （18） 奈良県 （22） 京都府 （21） 奈良県 （14） 京都府 （19）

４位 京都府 （18） 京都府 （16） 京都府 （19） 京都府 （21） 奈良県 （14） 京都府 （16） 奈良県 （12） 京都府 （9） 奈良県 （19）

５位 滋賀県 （6） 愛知県 （6） 福岡県 （6） 和歌山県 （7） 三重県 （7） 神奈川県 （5） 滋賀県 （7）
滋賀県
神奈川県

（7） 和歌山県 （6）

転出総計 210 206 191 237 196 213 208 196 212

転
入
元

１位 兵庫県 （75） 兵庫県 （49） 兵庫県 （68） 兵庫県 （52） 兵庫県 （44） 兵庫県 （46） 兵庫県 （35） 兵庫県 （51） 兵庫県 （57）

２位 東京都 （18） 東京都 （32） 東京都 （29） 東京都 （28） 東京都 （30） 東京都 （40） 東京都 （24） 東京都 （30） 東京都 （38）

３位 京都府 （16） 京都府 （15） 京都府 （18） 京都府 （19） 京都府 （16） 京都府 （16） 京都府 （13） 京都府 （14） 京都府 （13）

４位 奈良県 （8） 奈良県 （13） 奈良県 （11） 奈良県 （10） 奈良県 （13） 奈良県 （12） 奈良県 （10） 奈良県 （9） 奈良県 （9）

５位
滋賀県
福岡県

（6） 和歌山県 （4） 愛知県 （6） 滋賀県 （6） 鹿児島県（12）
広島県
三重県

（4） 福岡県 （5） 愛知県 （8） 神奈川県 （9）

転入総計 157 145 174 160 154 153 127 155 174

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

兵庫県 13 -5 12 -22 -30 -25 -46 -17 -19

東京都 -48 -28 -18 -34 -19 -18 -24 -23 -14

○転出入数の状況
（兵庫県／東京都からへ大阪府の転入企業数）－（大阪府から兵庫県／東京都への転出企業数）

出典：帝国データバンク「本社移転企業調査」

兵庫県・東京都との転出入が多い
（大阪府は転出超過）
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企業（本社）の転出入の状況



東京圏※企業（本社）の転出先・転入元都道府県(上位５位)

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

転
出
先

１位 茨城県 （24） 茨城県 （40） 茨城県 （39） 大阪府 （32） 大阪府 （36） 大阪府 （46） 茨城県 （34） 大阪府 （39） 大阪府 （51）

２位 大阪府 （21） 大阪府 （39） 大阪府 （38） 茨城県 （30） 静岡県 （30） 茨城県 （37） 大阪府 （30） 茨城県 （37） 静岡県 （34）

３位 静岡県 （20） 愛知県 （22） 愛知県 （22） 静岡県 （20） 茨城県 （29） 北海道 （33） 愛知県 （24） 愛知県 （33） 茨城県 （31）

４位 愛知県 （16） 福岡県 （18） 静岡県 （18） 福岡県 （18） 愛知県 （16） 静岡県 （24） 群馬県 （19） 福岡県 （21） 兵庫県 （21）

５位 群馬県 （14） 静岡県 （16）
栃木県
兵庫県

（16）
愛知県
群馬県

（16） 福岡県 （14）
愛知県
福岡県

（20） 北海道 （16） 栃木県 （20） 群馬県 （19）

転出総計 217 279 285 246 288 351 335 347 363

転
入
元

１位 大阪府 （75） 大阪府 （67） 大阪府 （55） 大阪府 （66） 大阪府 （56） 大阪府 （67） 大阪府 （57） 大阪府 （60） 大阪府 （58）

２位 愛知県 （31） 愛知県 （25） 茨城県 （30） 愛知県 （34） 愛知県 （26） 愛知県 （26） 愛知県 （27） 愛知県 （24） 愛知県 （33）

３位 北海道 （20） 茨城県 （17） 福岡県 （22） 福岡県 （25） 静岡県 （20） 北海道 （23） 北海道 （19） 福岡県 （23） 福岡県 （23）

４位 茨城県 （19） 静岡県 （16） 愛知県 （21） 茨城県 （19） 北海道 （19） 茨城県 （22） 福岡県 （18） 兵庫県 （18）
北海道
静岡県

（16）

５位 静岡県 （17） 兵庫県 （16） 静岡県 （19） 兵庫県 （17） 茨城県 （18） 群馬県 （20） 茨城県 （15） 静岡県 （18） 兵庫県 （15）

転入総計 310 289 308 312 296 328 258 310 296

出典：帝国データバンク「本社移転企業調査」
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※東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県

企業（本社）の転出入の状況（参考）



大阪の国土政策上の位置付け

出典：「関西広域地方計画 中間とりまとめ（素案）説明資料」（一部抜粋）

出典：「国土形成計画（全国計画）参考資料」（一部抜粋）
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【将来像】
関西は、
「日本中央回廊の西の拠点として、
世界からヒト･モノ･カネ･情報を呼び込む
生活･経済圏域」を形成

（※関西広域地方計画 中間とりまとめ（素案）より抜粋）



大阪を中心とした交通ネットワーク

国土軸や、都心部を中心とした環状軸・放射軸の交通ネットワークの整備が進んでいる

出典：「大阪まちづくりのグランドデザイン」（R4.12）より抜粋 出典：「大阪まちづくりのグランドデザイン」（R4.12）より抜粋

■道路ネットワーク ■公共交通ネットワーク
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めざすべき都市構造（「大阪まちづくりのグランドデザイン」（R4.12）より）

◆広域レベル：広域的な都市構造を活かした都市圏の形成
◆府域レベル：マルチハブ＆ネットワーク型都市構造の形成

大阪のめざすべき都市構造・主な開発プロジェクト

うめきた２期まちびらき（令和6年9月撮影）大阪・関西万博パース（夢洲第２期区域まちづくり検討中）

提供：2025年日本国際博覧会協会

大阪城東部地区のまちづくり
（大阪公立大学森ノ宮キャンパス令和7年9月開校予定）

出典：大阪公立大学森之宮キャンパス特設サイト

新大阪駅周辺地域のまちづくり（イメージ図）

出典：新大阪駅周辺地域のまちづくり（PR版）

彩都開発状況（令和6年10月撮影）
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大阪府のDIDの変遷

平成17年
平成27年昭和35年

（国勢調査開始当初）

大阪府の市街化の状況

おおむね市街地の拡大は収束

出典：北部大阪都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）（R2.10）
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大阪府の災害リスク（南海トラフ地震／津波浸水想定）

出典：平成25年8月公表 大阪府想定 出典：平成25年8月公表 大阪府想定

南海トラフ巨大地震の震度想定

14

府域ほぼ全域で震度6弱の想定 大阪市以南の沿岸部を中心に浸水想定



大阪府の災害リスク（土砂災害／洪水浸水想定）

出典：令和７年２月大阪府公表データより作成
出典：国土交通省 かさねるハザードマップ（一部抜粋）

河川の洪水浸水想定図（想定最大）土砂災害警戒区域／特別警戒区域

15

土砂災害警戒区域
（イエローゾーン）

土砂災害特別警戒区域
（レッドゾーン）

土砂災害は山間部を、洪水浸水害は平地部を中心としてリスクあり
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農地面積／森林面積の状況
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・農地、森林面積はともに減少傾向
・近年の減少度合いは緩やかに

出典：土地利用区分別面積調査（計画推進室計画調整課）を元に作成

出典：土地利用区分別面積調査（計画推進室計画調整課）を元に作成
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